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２．基本事業の目的と成果把握

４．施策の基本情報

５．施策全体の総括・今後の課題・今後の方向性

基本目標名 5 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり
政　策　名 3 都市機能の充実したまちづくり
施　策　名 2 公共交通網の整備

令和６年度　施策・基本事業マネジメントシート　（令和５年度実績に基づく評価） 作成日 令和 6 年 7 月 30 日

①長期的に持続可能な公共交通ネットワークの
形成 
②効率的かつ便利な公共交通の利用促進

289

目標 480 460

施策関係課 市民生活課、いきいき高齢課、産業政策課、観光推進課、都市計画課、道路河川課、学校適正配置課、学校管理課

１．施策の目的と成果把握
この施策は、誰、何を対象としているか 対象指標 単位 R4 R5 R6 R7

成果指標
設定の考え方

①公共交通を利用してもらわないことには維持
が不可能であることを端的に示せる 
②③収支率と同じ算出根拠を用いて市民が理
解しやすく、かつ、事業運営の効率度を示せる
（経費÷収入×100） 
④公共交通が便利であると思う市民の割合を
把握することで、各種事業の成果が確認できる
ため成果指標として採用した

施策の目的
「意　図」

市域面積 k㎡ 356.04 356.04

佐野市の人口 人 115700

目標 3,643,000 3,709,000 3,771,000 3,819,000

成果指標（意図の達成度を表す指標） 区分 単位 R4 R5 R6 R7

114695

目標 2,000 1,950 1,900 1,850

420

実績 1,701 1,728 輸送状況報告（佐野市地域公共交通協議会）

目標 55.0 55.5 56.0 56.5 輸送状況報告（佐野市地域公共交通協議会）

115,000 118,000 120,000

市政に関するアンケート

R7 基本事業名 対象 意図 成果指標 区分単位 R4 R5 R6 R7

123,000

基本事業名 対象 意図 成果指標 区分単位 R4 R5 R6 

目標 15 13 11 9 目標 9,400 11,000 12,000 12,600

①
生活路線バス年間
利用者数

人
実績 155 155 実績 155,691 178,443

目標 目標 34,800 35,200 35,600 36,000

実績 15 15 実績 20,369 21,833

目標 目標

実績 実績 41,258 42,365

実績
④

④

目標 37,000 41,900 44,400 46,900 目標

実績 3,427,350 3,549,834 実績

目標

実績 38,185 42,048 実績

目標 目標

実績 実績

施
策

実績 実績

全て達成

一部未達成

全て未達成

３．施策の目標達成度評価
令和５年度施策の取組方針 施策の取組方針・成果指標達成状況

全て達成

一部未達成

・生活路線バスを活用した福祉輸送・通学輸送の検討を進める。
・コンパクトシティ構想や立地適正化計画を推進するため、鉄道、バス、タクシー等の既存の公共
交通のさらなる連携を図る。
・生活路線バスの利便性向上及び効率的な運行を図るため、乗降データや利用者からの意見
等を基に、運行ダイヤ・運行経路等の見直しを行う。
・公共交通空白地域の解消に向け、既存のデマンド交通の利用状況等を把握・分析し、運行区
域拡大の検討を行う。
・交通事業者と連携した観光誘客の拡大と、自転車・タクシー等を活用した２次交通の利用を促
進する。
・交通系ＩＣカードの活用促進や、交通事業者が行うＭａａＳ等のデジタル技術との連携について
検討を行う。
・バス利用者の利便性向上を図るため、交通結節点等におけるサイクル＆バスライド等の取組
を検討・実施する。

取組
方針

【施策の取組方針達成状況】
・葛生義務教育学校において運行連絡協議会を設置及び開催し、現状運行の検証や課題整理を
行うとともに、他自治体への視察を行い、生活路線バス活用について関係課との共通理解を図っ
た。（小中一貫校適正配置推進事業他）
・佐野新都市線と生活路線バスが連携し、デジタルスタンプラリーを実施した。（佐野新都市バス
開業記念20周年事業他）
・乗降データや利用者からの意見等を基に、運行経路の見直し等の検討を行い、ダイヤ改正やデ
マンド交通の乗降場所の追加を行った。（生活路線バス利便性向上事業）
・既存のデマンド交通エリアにおける利用促進を優先的に行い、運行区域の拡大は検討の結果見
送りとした。
・新たなモビリティサービスの情報収集や鉄道事業者との観光キャンペーン、レンタサイクルの実
施により、観光誘客の拡大や自転車を活用した２次交通の利用促進を図った。（次世代交通シス
テム調査事業他）
・交通系ＩＣカードとマイナンバーカードを連携したデジタル技術の導入について関係部署を交えて
検討を行った。（次世代交通システム調査事業）
・民間施設へ新たに５箇所のサイクル＆バスライド駐輪場を指定した。
【施策・基本事業の成果指標達成状況】
・各営業係数については、移動需要の回復や、ワンコインバスや乗り方教室開催など利用促進に
向けた取組を実施したことにより、目標を達成した。（生活路線バス運行支援事業）
・乗り方教室開催など利用促進に向けた取組により、生活路線バスの利用者増加等へ繋がった
が、成果指標である市民アンケートの結果が目標値を達成しなかった。（生活路線バス運行支援
事業）
・生活路線バスのダイヤ改正等を実施し、また移動需要が回復したことから、生活路線バス年間
利用者数やアウトレット乗降客数、タクシー運賃助成制度利用高齢者数が増加し目標を達成し
た。（生活路線バス運行支援事業他）

成果
指標

②
生活路線バスの営業係数 
（運賃収入100円あたりにかかる経費）

円

③
デマンドバスの営業係数 
（運賃収入100円あたりにかかる経費） 円

成果指標の
取得方法

④
市内の公共交通機関について、便利
であると思う市民の割合 ％

実績 36.9 35.5

実績 341

全て未達成

目標

④

政策体系
施策主管課長

交通政策課

江田　健太郎

施策の目的
「対　象」

①市内全域 
②公共交通を利用する市民及び本市への来訪
者

①
公共交通利用者数(市内の鉄道・バ
ス・タクシー利用者数）

人
実績 3,860,438 3,991,971

この施策によって、「対象」をどういう状態にするのか

②
生活路線バスｱｳﾄ
ﾚｯﾄ乗降客数

人

③ ③
ﾀｸｼｰ運賃助成を
利用した高齢者

人

②
市が保有するバス
車両数（年度末）

台

①
公共交通空白地域の
カバー町会数

地区

440

目標 157 157 157 157 目標

輸送状況報告（佐野市地域公共交通協議会）

①
市内鉄道駅年間
乗降客数

人 ①

②

目標 3,194,000 3,246,000 3,299,000 3,339,000 目標

実績

③ ③

公共交通
ネットワー
クの形成

①公共交
通機関

①公共交通サービ
スが向上する 
①市と民間業者が
連携して一体的か
つ効率的なサービ
ス提供を実現する

公共交通
の利用促
進

①市民 
②来訪者

①② 公共交通が
便利に利用できる

交通結節
点の機能
強化

①利用者 ①鉄道駅や新都市
バスターミナルを便
利に利用できる 

②
ﾊﾞｽﾀｰﾐﾅﾙ駐車場
年間利用台数

台

④

施
策
の
基
本
情
報

・人口減少、超高齢化社会への対応が求められている。
・コロナ禍の影響による、ライフスタイルの変化や、バス・タクシー等の運転手不足から、これま
での既存の公共交通サービスを維持できなくなることが懸念されている。
・令和2年11月に「改正地域公共交通活性化再生法」が施行され、地域公共交通計画の策定を
通じた地域の輸送資源の総動員が求められている。
・公共交通にデジタル技術の活用と災害・環境対策の推進が求められている。
・高齢運転者による交通事故防止対策の推進が求められている。
・コンパクトプラスネットワークのまちづくりのうち、ネットワークに係る事務を一体的かつ多面的
に推進するため、令和5年4月に都市建設部交通政策課が新設された。

・過度な自動車依存から公共交通への
転換を図る。特に、朝夕の道路渋滞緩
和の観点から、積極的に公共交通を利
用する 
・より良い公共交通網の形成に向けて、
市へ改善点などを提言する

・朝夕の道路渋滞対策として、従業員
に積極的に公共交通を利用するよう促
す 
・公共交通事業者は、相互の連携強化
により、乗り継ぎ等の円滑化を図るとと
もに、運行のサービス向上に努める

・公共交通を維持していくために、利用促進
や経費節減に市民と一体となって取り組む 
・小中学生を対象に公共交通について学ぶ
機会を創出する 
・主要な交通結節点における利便性向上に
努める

・今後の通学輸送のあり方について、関係部署で現状運行の検証や課題整理、他自治体への視察等を
行った。また人口減少や超高齢化社会、運転手不足等、現在の社会情勢変化を踏まえ、生活路線バス
と連携した取組の検討を進めることを再確認した。引き続き、通学輸送との連携を図ることに加えて、生
活路線バスと福祉輸送との連携についても検討を進める必要がある。
・鉄道との接続や、生活路線バスと佐野新都市線との公共交通間の連携を図るとともに、乗降データや
利用者からの意見等をもとに、運行ダイヤの改正やデマンド交通の乗降場所の追加を行い、公共交通
のネットワークの強化とサービス向上を図った。
・既存のデマンド交通の利用状況が横ばい状態であり、既存エリアにおける利用促進を優先課題と捉
え、運行区域の拡大は検討の結果見送りとした。今後は、タクシー事業者との連携や他の輸送手段との
連携等を含めた検討を行い、公共交通空白地域の解消に向けた取組を進める必要がある。
・交通系ICカードとマイナンバーカードを連携したデジタル技術の導入について、関係部署を交えて検討
を行った結果、利用環境やコスト面の課題から導入は見送りとなった。今後は、令和6年度から実施する
新モビリティサービス事業計画策定事業において、新たな施策の検討等を行い、利便性向上や利用促
進に取り組む必要がある。
・民間企業の協力により、民間施設を活用したサイクル＆バスライド駐輪場を５箇所指定した。今後は利
用者の拡大に向けた普及活動を行う必要がある。
・新都市バスターミナルについて、経年劣化による施設の修繕やトイレ洋式化工事を実施しサービス向
上を図った。今後は市有施設適正配置計画に基づき、施設のあり方を検討する必要がある。

・令和5年度の決算額は1億5,722万円となり、令和4年度の決算額1億3,896万円と比べ約1,820万円の増
となった。主な要因は、生活路線バス車両購入事業の増額によるものである。

【令和６年度で解決する課題】
・新モビリティサービス事業計画を策定するうえでの、デジタル技
術を活用したサービスの情報収集と移動実態等の現状把握

【令和７年度以降にも引き継がれる課題】
①生活路線バスと通学用バス・福祉輸送との連携
②生活路線バスの利便性向上と効率的運行
③鉄道や佐野新都市線等の既存公共交通との相互連携
④公共交通空白地域の移動手段の確保
⑤サイクル＆バスライドの利用者拡大
⑥新都市バスターミナルの今後のあり方

【令和７年度重点課題】
⑦デジタル技術等を活用した公共交通の利便性向上や利用促進

①継続的・有効的な移動手段を確保するため、生活路線バスと連
携した通学用バスや福祉輸送の運行について、関係部署と協議を
進める。
②生活路線バスの利便性向上・効率的運行を実現するため、利用
者のニーズや利用者数等の各種データを参考に、運行ダイヤや運
行経路の見直し等を行う。
③鉄道、タクシー及び佐野新都市線等の既存公共交通が相互連
携した利用環境の向上に向けた取組を進め、市民サービス向上と
ともに観光誘客の拡大に繋げる。
④公共交通空白地域における移動ニーズを踏まえた、デマンド交
通の運行区域の拡大や他の輸送資源の活用等の検討を行う。
⑤生活路線バスの利用促進とバス利用者の利便性向上のため、
サイクル＆バスライドの整備や利用者拡大に向けた普及促進の検
討を行う。
⑥交通結節点の機能強化を図るため、新都市バスターミナルの維
持修繕を行い利用環境を改善するとともに、今後の利活用のあり
方等について検討を行う。
⑦公共交通の利便性向上等の各種課題を抽出及び整理するとと
もに、交通政策におけるデジタル化や新たなサービス導入に向け
た検討を行う。

施策の成果向上に向けての役割分担

事業所

施策の成果実績と施策の基本情報及び施策コストに関する全体総括 今後の方向性今後の課題

社会情勢変化、国・県の動向、市民・議会意見等

市民 行政


